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研究成果の概要（和文）：本研究では、人間の安全保障規範の形成と伝播のグローバルなプロセ

スを、地域的比較を通して明らかにした。第一に、人間の安全保障規範の形成と普及にイニシ

アティブをとった日本やカナダ、さらにはヨーロッパ諸国、タイや中国などのアジア諸国にお

いて、各地域の社会的規範や既存の政策との相互作用を経て、異なる形で受容されていること

が分かった。第二に、規範の伝播は国際レベルからローカル・レベルへの一方向だけでなく、

ローカル・レベルから国際レベルへの影響も重要であることが明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）：This project examined global processes of human security norm 
creation and diffusion. First, it closely investigated the following regions: (i) Japan 
and Canada which initially contributed to the creation of human security norm, (ii) Europe, 
and (iii) Asian countries such as Thailand and China. The study illuminated how the global 
norm has begun to be accepted through continuous interaction with regional and local norms 
and policies. Second, it clarified, at least from the cases observed, that global norms 
do not always spread from an international level and suggests the way local dynamisms 
might influence global norm. 
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１．研究開始当初の背景 

人間の安全保障は、1993 年、94 年に国連開

発計画（UNDP）など一部の国際機関の政策タ

ームとして登場して以来、日本やカナダなど

の政策、国連など国際機関の活動、NGO の活

動など多方面に影響を与えてきた。このよう



な概念が脚光を浴びるようになった背景に

は、1990 年代における国内紛争の顕在化、武

力紛争・開発・人権の複合領域化といった流

れがあり、新しい政策的対応が求められた。 

人間の安全保障についての学術的な著書

や論文は飛躍的に増加してきたものの、研究

の新たな方向性として必要とされるのは、

個々の事実に着目した実証的研究である。な

かでも、各国政府や国際機関の政策としての

人間の安全保障を、政策形成過程や政策の特

徴に焦点をあて分析する試みは、これまでに

萌芽的な研究が開始されたものの、いまだ表

面的な分析にとどまってきた。 

人間の安全保障をめぐる各国の政策と国

際関係の解明という点において、本研究には

学術的な特色があると考える。人間の安全保

障という「規範」が国際的に提示されてから

数年たつが、本研究を通じて、人間の安全保

障「規範」が、多様な地域において、どのよ

うに認識され、位置づけられており、どの程

度、政策として導入されつつあるのかを、明

らかにすることができると考えた。 

人間の安全保障を主張する政府の政策に

ついては、これまで、日本とカナダについて

の研究が、若干行なわれているものの、それ

以外のヨーロッパ諸国やアジア諸国の事例

研究についてはきわめて限定的である。本研

究を通じて、多様な地域の諸国における人間

の安全保障の広がりと、その内容の特徴を明

らかにできよう。とくに、中国などについて

は、そもそも人間の安全保障に関心がないと

みなされ研究の対象とされて来なかったが、

本研究においては、こうした事例においても、

政府系シンクタンクなども含めその言説を

詳細に分析することによって、異なる結果

（人間の安全保障「規範」についての理解や

争点、萌芽的な建設的動き）を導き出しうる

と考えた。 

また、国際関係論におけるコンストラクテ

ィビストの規範分析においては、規範の内容

を所与として、その上で規範のライフサイク

ル（誕生から伝播へ）が追跡されることが多

い。これに対し、本研究では、詳細なケース

分析を通じて、新しい規範が持ち込まれる場

合に、多様な諸国が、それぞれの文化や規

範・慣習との関係において、再解釈をしたり、

選択受容したり、拒絶するといった、多系的

な規範の伝播の展開について視野に入れた、

モデルを提示できると想定した。 

 

２．研究の目的 

人間の安全保障は、個々の人々や社会の置

かれた文脈から、安全・安心の問題を導き出

す概念であるため、それぞれの地域によって

「規範」の受容のあり方は異なると考えられ

る。本研究では、本研究代表者がこれまれに

実施してきた、人間の安全保障「規範」の形

成と伝播のプロセスについてのリサーチ・デ

ザインを拡充し、個々の地域や国における

「規範」の拒否、あるいは選択的受容といっ

た経路を組み込んで、より多系的な「規範」

の伝播のプロセスを明らかにすることを目

的とした。そのための、具体的な研究課題は

次の通りである。 

第一に、国際的な「規範」として提示され

た人間の安全保障は、多様な諸国、地域にお

いて、どのような内容として認識され、政策

において位置づけられているのか。また、こ

れらの諸国の政府や社会による、人間の安全

保障に対する対応、政策の特徴は何であるの

か。これらのアクターによる対応には、「拒

絶」、「選択的受容」、既存の国家の政策や社

会における対立する概念との「調整」、「受容」

など、多様な方向性がモデルとして考えられ

よう。 

 第二に、これらの諸国における、人間の安

全保障についての個別の認識や対応は、どの

ような政治的プロセス、政策決定プロセスを

経て形成されたものなのか。  

 第三に、地域によって多様な人間の安全保

障の捉え方、対応、政策は、翻って、国際的

な「規範」にどのような影響を及ぼすであろ

うか。  

 
３．研究の方法 

以上の問いを明らかにするために、本研究

では、従来の研究の焦点であった日本とカナ

ダのみでなく、ヨーロッパとアジアを新たな

ケースとして取りあげた。 

研究の実施にあたって以下の点を、地域と

国を横断して分析するための共通枠組みと

した。第一に、政府、その他のアクター（シ

ンクタンク、市民社会組織）の人間の安全保

障についての認識、言説の特徴の解明。第二

に、政策形成プロセスの特徴－具体的争点・

対立点、リーダーシップをとった人物、連合

形成などの解明である。 

このような枠組みに依拠しながら、一次文

献（政府資料、国際機関資料、NPO 資料など）、

広範な聞き取り調査（政策決定の関係者）、

ならびに情報公開法手続きによる開示文書

などを用いて、実証的な研究を行った。 

 

４．研究成果 

(1)日本とカナダ 

 カナダ、ノルウェー、日本などは、国際機



関によって提示された人間の安全保障規範

の初期受容国である。 

ここでは、紙幅の都合により、日本による

人間の安全保障規範の受容から国際的な規

範形成へとかかわっていくプロセスに焦点

をあて、詳細な実証研究を行った結果を概観

する。 

まず、人間の安全保障を日本政府が政策概

念として導入した背景要因として、一つには、

ODA における「箱モノからヒト」への新しい

模索が行われていたことがあげられる。その

結果、途上国社会に目を向けた援助を、新し

いラベルをつけて売り出すことことに、政策

エリートたちが有用性を見出すことになっ

た。もう一つの背景として、グローバルな多

国間枠組みにおいて日本なりの新しいタイ

プのリーダーシップを発揮するという政策

エリートたちの意思が醸成されつつあった

ことがあげられる。このことは、当時日本の

進路として、グローバルな役割への転換が模

索されていたことを示唆している。国会では

当初、国内社会の問題に人間の安全保障が用

いられることもあったが、上述の理由から、

日本では主として対外政策としての用法の

方が定着していった。 

それでは、具体的にどのような政治プロセ

スを経て、人間の安全保障は日本の国際政策

として導入されたのか。第一に、小渕外相、

首相期に、対人地雷禁止条約署名問題、そし

てとりわけアジア経済危機などが発生し、具

体的な対応を迫られたことがあった。第二に、

具体的な政策アイディアとしての登場には、

ブレーン・グループによる、日本の対外政策

の文脈における人間の安全保障概念の意義

づけや内容の再検討が不可欠であった。この

ブレーン・グループは、元来、人間の安全保

障について信条的に強く支持していたし、日

本の既存の実行との親和性も意識していた。

しかし、それだけでなく日本のグローバルな

知的リーダーシップや ODAの新たな意義づけ

という、「啓発された国益」というフィルタ

ーを通して首相に助言した。日本の対外政策

の中に人間の安全保障を位置付ける「チェン

ジ・エージェント」の役割を果たした。 

第三に、政治的な流れとしては、小渕が最

大派閥の領袖であったというパワーの要素

と、小渕自身が考え方を強く支持し、またブ

レーン・グループの主張を受け入れるタイプ

の政治家であったことが指摘できる。これら

３つの流れがそろったことが、「政策の窓」

をあけ、人間の安全保障の積極的な導入につ

ながったといえよう。そして、人間の安全保

障基金の設置は、アイディアに共感し、政策

を具体化しようと、政治家とともに取り組ん

だ外務官僚の役割が大きかった。 

人間の安全保障を国際政策として導入し

た政策エリートたちは、日本にとっての受け

入れやすさ、対外政策上の従来の規範体系と

の親和性について考慮を行った。日本には憲

法 9 条のもとで平和主義があるし、「徹底的

な現場主義」に基づく青年海外協力隊（JOCV）、

草の根無償資金協力なども、人間の安全保障

に近い支援方法として経済協力に存在して

いた。こうした既存考え方や実行との親和性

は、人間の安全保障を受け入れる際の重要な

考慮材料となった。 

日本が導入した人間の安全保障は、『人間

開発報告書』が初期に国際的に提示したアイ

ディアに非常に近いものであった。しかし、

その後、日本の対外政策における再解釈、既

存の実行の再意義づけという形でのローカ

ライゼーションも行われた。特に、カナダを

はじめとして人間の安全保障をめぐる多様

な概念が提示されるようになり、また人間の

安全保障委員会を通じて国際的な規範設定

がなされた前後には、日本政府は、国家主権

へのこだわりが強い途上国との関係を重視

し、「人間の安全保障には、保護する責任は

含まれない」という主張をするようになった。

これは、日本の対外政策の体系にフィットす

るような再解釈のあり方である。 

もうひとつには、人間の安全保障委員会の

提示した規範の導入によって、既存の政策の

再解釈と再意義づけがなされ、その上で「い

っそう発展させた」という点が政策エリート

によって強調されている。国内実行の再編と

発展は、2003 年の人間の安全保障委員会報告

書により人間の安全保障の規範が明示的に

提示されたことを契機として、いっそう顕著

となった。ブレーン・グループだけでなく、

JICA や国連人間の安全保障基金の指針作成

者たちもまた、チェンジ・エージェントであ

った。 

日本は人間の安全保障規範の初期受容国

であっただけでなく、人間の安全保障委員会

の設置や、国連総会における普及活動等を通

じて国際的な規範の形成と普及にも関与し、

構造としての規範に影響を及ぼした。この後、

日本は国連総会など多国間の枠組みを使っ

て、人間の安全保障規範の伝播に着手してい

った。途上国や中小国との非公式なネットワ

ークを用いていく手法は、日本外交における

比較的新しい側面といえる。 

 

(2) EU 加盟国レベルでは、オーストリア、

アイルランド、スロヴェニアが、人間の安全



保障ネットワークに加盟している。EU 加盟国

ではないが、ノルウェーは人間の安全保障ネ

ットワーク形成においてカナダとともにイ

ニシアティブをとった国であり、またスイス

も同ネットワークにおいて活発である。人間

の安全保障は、まだ EU において正式の政策

用語として採用されたわけではないが、現状

ではかなりの議論が進んでいる。 

ＥＵの共通外交安全保障政策担当ソラナ

上級代表(Javiel Solana)の要請で提出され

た、政策ペーパー「バルセロナ報告書」は、

包括的に人間の安全保障をとらえつつも、地

域紛争から国家崩壊にいたる人道危機に焦

点をあて、軍と文民の双方から構成される

「人間の安全保障対応部隊」の設置を提案し

ている。同報告書の議長となったメアリー・

カルドーによれば、バルセロナ報告書の作成

の背景は次のようであった。最初のきっかけ

は EU 憲法の作成過程であったが、その後ソ

ラナから EU の共通安全保障外交政策とのか

かわりから報告書の執筆を依頼された。 

EU がこのような報告書の検討を始めた背

景には、欧州安全保障防衛政策（ESDP）にお

ける展開がある。EU にとっては、すでにペー

タースペルク任務として、人道や救援、平和

維持、危機管理の任務が導入され、その後、

EU の政策として統合されていった。具体的な

危機管理として、たとえば、ボスニアやマケ

ドニアでの警察、軍事ミッション、コンゴで

の警察と軍事ミッション、アチェでの文民に

よる平和維持などが展開された。こうしたな

かで、2003 年 12 月に欧州安全保障戦略（ESS） 

“A Secure Europe in a Better World”が

ソラナ上級代表によって草案され、欧州理事

会によって採択された。バルセロナ報告書は、

この ESSの具体的な実施のためのガイドライ

ン作成を目的としたものであり、とくに地域

紛争や国家破綻の場合の部隊の展開につい

ての考え方を示すものであった。 

同報告書における人間の安全保障の定義

は、人間安全保障委員会によって提案された

「包括的なカテゴリー」を採用し、それが「EU

の共通外交、安全保障、開発政策にとって有

用である」と述べ、包括的な定義が基盤とな

るという理解を示している。その上で、ジェ

ノサイド、大規模な虐待のような「狭義のカ

テゴリー」が、「作戦能力を展開する際の決

定の基準となりうる」としており、この報告

書は、具体的な EU の危機管理を中心とした

安全保障戦略の展開において、実施の判断基

準を「人間の安全保障」という観点から提供

することが主要な目的であることが分かる。

EU による人間の安全保障の捉え方は基本的

に包括的でありながら、実施レベルにおいて

は、日本政府よりも、恐怖からの人々の保護

を強調するものとなる可能性がある。 

提出された同報告書に対して、ソラナ上級

代表は、2004 年 9 月に好意的な発言を行い、

「新しい脅威への対処にあたっては軍事力

のみでは十分でないことが、過去の経験によ

って示された」「EU は危機管理作戦にあたっ

て包括的な手法を用いていく」と述べている。

その後、ソラナは 2005 年 3 月、EU 加盟国政

府に対して、同報告書の内容を説明する書簡

を送っている。 

こうした動きに対して、一部の加盟国から

は積極的な反応が示されている。スウェーデ

ン政府、スペイン政府がまず、2004 年 12 月

に発生したインド洋地震と津波への EU の対

応という観点から、同研究グループに人間の

安全保障の有用性を研究して欲しいとの依

頼を 2005 年 1 月に行っている。インド洋津

波への対応は、EU の人間の安全保障ドクトリ

ンがどのように適用されうるのかの、テスト

ケースと認識され、その研究の成果は、2006

年 2月末にシンポジウムという形で公開され

た。このほかにも、イギリス国防省、ドイツ

経済協力開発省、フィンランド政府などが関

心を示した。 

 概観した通り、バルセロナ報告書は、欧州

の安全保障協力の意義づけにおける有用性

が主たる出発点であり、文民の保護との関連

性が強調されることとなった。EU 内で人間の

安全保障に関する議論は行われているもの

の、現時点では EU として正式の政策ターム

とはなっていない。今後 EU が人間の安全保

障を公式な政策概念として導入するのかど

うかは、一つには、国連や OECD など多国間

枠組みにおける規範の普及の進展に左右さ

れるであろう。二点目として、人権や人道は

歴史的に EU 規範として内部化されてきてい

るため、あらためて人間の安全保障という用

語を用いることの政策的な付加価値、ならび

に政治的有用性が明確になるかどうかが重

要となろう。 

 

(3) アジア諸国（タイ、中国）における人

間の安全保障受容プロセスをごく簡単に概

観する。タイについては、タイ外務省、社会

開発・人間の安全保障省、日本の JICA、在タ

イ日本大使館などで聞き取り調査を行った。

中国に関しては、研究会における中国人研究

者との意見交換、中国語の能力のある学生の

支援をえた。 

タイの場合には、1997 年アジア経済危機へ

の政府による対応のなかで、外国資本に対す



る社会レベルの脆弱性を低減することが課

題となった。社会・経済的リスクに対するセ

イフティネットの必要性が緊急に認識され

るなかで、人間開発、社会開発に関する省庁

の機能が再編された。国連開発計画のオフィ

スがバンコクにあり、協力関係にあったこと

から、国連開発計画の提案によってこれらの

政策を「人間の安全保障」として扱うことに

なった。タイの人間の安全保障は、人身取引

や HIV などの社会・経済的な側面に焦点をあ

てるように、国情にあった形で人間の安全保

障概念が導入された。それと同時に、人間の

安全保障ネットワーク（13カ国からなる）や

ASEAN などを通じて、タイは人間の安全保障

の普及にも主体的に取り組んでいる。 

 他方、中国の場合には、アジア経済危機、

SARS などの感染症の流行により中国政府の

脆弱さが認識されたことが、「非伝統的安全

保障」に関する政策的研究の出発点となった。

またこのうち一部の研究者は、ここ数年は

「人的安全」「人類安全」という human 

security の訳語を用いて、グローバル化の

もとでの感染症への対応、経済金融システム

の脆弱性、社会格差などを論じるようになっ

ている（後井隆伸『冷戦後中国における安全

保障概念の拡大とその背景』大阪大学大学院

国際公共政策研究科提出修士論文、2010 年)。

中国政府側はこのような動向を一定の範囲

で多様な安全保障の議論を許容し、利用しよ

うとしている。 

 

(4)このように人間の安全保障の導入には、

各地域においてチェンジ・エージェントに相

当する、主体的に規範を普及したアクターが

みられた。日本の場合にはブレーン・グルー

プ、カナダの場合にはアクスワージ外相や有

識者・市民社会グループ、タイの場合には

UNDP やスリン・ピスワン元外相や学者などで

ある。これらのエージェントは、新しい規範

と地域の既存の政策や規範との関係を評価

し、それぞれの事情から受容を働きかけてい

った。 

初期の受容国であった日本やカナダは、さ

らに国連など多国間の公式、非公式な枠組み

を利用して、国際的な規範の普及にも取り組

んでいった。こうした枠組みを通じて、多様

な諸国との意見交換がなされ、国際的に合意

可能な範囲としての規範がまとめられてい

った（2005 年国連総会特別会合成果文書、

2010 年国連事務総長報告書など）。 

人間の安全保障は、法的規範というよりは

緩やかな社会規範の意味あいが強い。今後も

多様な諸国や NGOなど含めた多様なアクター

との相互作用を経て、変化していくものと示

唆できる。 

 以上の成果については、国内外での報告や

論文・著書として公刊してきた。また下記リ

ストに含めることはできないが、これ以外に

も、日本における受容プロセスについての英

文論文を公刊予定（“Japan as Active Agent 

of Global Norm: a Political Dynamism 

towards Acceptance and Promotion of 

‘Human Security”: 投稿のため英文校正

中）であり、また、ミネルヴァ出版より本科

研費研究の結果の多くを総合的に所収した

単著を出版予定である。 
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